


































の実施状況を確認する（ 2 節）。次に，ABC の意義，物流原価計算における ABC の適
用としての物流 ABC および物流業における ABC の適用事例について整理する（ 3 節）。
そして，政府および業界団体が策定・公開している，トラック運送事業者向けの原価計
算マニュアルについて検討し（ 4 節），最後にまとめを行う（ 5 節）。
2 ．トラック運送事業者の経営状況と原価計算
2 ． 1 　トラック運送事業者の経営状況
今日，トラック運送事業者の経営状況は厳しい。全日本トラック協会（2019）によれ
ば，平成29年度の営業収益営業利益率（ 1 ）（以下，営業利益率という。）はマイナス0.3%























科目 内容 金額 比率
運送費 営業所の費用など直接現業部門に係る費用 189,025千円 85.8%
人件費 一般貨物自動車運送事業の現業部門に係る人件費 87,028千円 39.5%
燃料油脂費 事業用自動車，荷役機械等に係る燃料費及び油脂費 32,825千円 14.9%
修繕費 事業用自動車，建物その他の事業用固定資産（運送事業の現業部門に係るもの）の修繕に係る費用 13,104千円 5.9%
減価償却費 車両等の事業用固定資産に係る減価償却費 13,286千円 6.0%
保険料 自動車損害賠償保険料，対人・対物の任意保険，トラック共済掛金，盗難保険等の保険料 4,617千円 2.1%
施設使用料 事業用施設，従業員の社宅等の土地や建物の賃借に要する費用，荷役機械等の賃借料等事業用固定資産に係る使用料 2,198千円 1.0%






事故賠償費 事故による見舞金品，慰謝料，弁償金等 232千円 0.1%
道路使用料 有料道路を利用する場合に支払う料金 8,730千円 4.0%






























2 ． 2 　トラック運送事業者の原価計算
1962年に企業会計審議会によって策定された『原価計算基準』は，原価計算の目的と
して，財務諸表の作成，価格計算の実施，原価管理の実施，予算の編成と統制，経営計




































3 ． 1 　ABCの意義
（ 1）ABC導入の背景
ジョンソンとキャプランによって管理会計システムの経営管理に対する適合性の喪
失が指摘され（ 8 ），クーパーとキャプランによって ABC が提唱されてから（ 9 ），すでに
30年が経過した。この間，ABC の考え方は普及し，米国をはじめとして企業の管理会
計実務においても広がりをみせている。また，後述するように，ABC の考え方は，わ
が国の物流原価計算においても，物流 ABC として導入されている。本節では， 4 節
におけるトラック運送事業者向けの原価計算マニュアルの検討に向けて，3.1節におい
て ABC の導入および構造について整理するとともに，3.2節において物流原価計算への










（ 8 ）　Johnson and Kaplan（1987）









を製品との関連における分類（11）にもとづき区分し，資源の投入と資源の利用が 1 対 1












































































































































































ライバーを利用するのと同じである。」（p.323）なお，同様の記述は TDABC（Time-Driven Activity Based 



















5 ） 『物流 ABC 準拠による物流コスト算定・効率化マニュアル』（中小企業庁，2003）：
主に物流センター業務への物流 ABC の導入（28）
（ 2）IMA管理会計指針「物流費の管理」
わが国における物流原価計算に ABC の概念が導入され，現在の物流 ABC（29）として大手





























本マニュアル（増補版）は，倉庫 ABC 算定・効率化ソフトと配送 ABC 算定・効率
化ソフトの 2 つから構成され，それぞれ算定編（データの入力），データ編（結果の確
認），検討編（効率化・コスト低減策の検討）の 3 編からなる。一例として倉庫 ABC
算定・効率化ソフトの算定編の入力フローを示す。
1 ）アクティビティの設定（入荷，保管，出荷，流通加工など 7 分類）

















































主別コストの検討を行っている（図 8 ）（36）。図 8 からは，配送に係る直接費（［ドライ
（33）　山田（2009）は，物流 ABC で算出した単価が実態を正しく反映していないという課題を提示したうえで「物
流 ABC の基本手順を習得するのと同時に，ふさわしい対処方法を考えておくことは重要なことであろう。物流

































































































































































































































1 ） 『トラック運送事業者のための物流 ABC（Activity-Based Costing）準拠による
コスト算定・効率化マニュアル』（中小企業庁 , 2004a：以下，『中小企業庁マ
ニュアル』）
2 ） 『トラック運送業における運送原価計算シート』（全日本トラック協会 , 2017：以
下，『全日本トラック協会マニュアル』）
4 ． 2 　『中小企業庁マニュアル』
（ 1）マニュアルの概要
『中小企業庁マニュアル』は，上述した中小企業庁（2003, 2004b）と同時期に策定，






2 ）アクティビティの設定： 6 つの基本アクティビティ（表 3 ）が初期設定済
3 ） 運転調査票の入力：運行ごとに荷主，アクティビティ別処理量・作業時間を入力
（月間稼働時間・走行距離も入力）
4 ）車種別コストの入力：車種別保有台数・コスト項目（表 4 ）を入力
そして，算定の結果として，次の数値を，車両・車種・荷主ごとに確認できる。
1 ） アクティビティ別のアクティビティ原価，月間処理量，アクティビティ単価， 1
運行あたり処理量， 1 処理あたり作業時間，採算（42）










































































































































































3 ） 1 時間当たり固定費の算定（49）
4 ） 1 km 当たり変動費の算定（50）
上記の算定結果および取引先ごとの運賃，稼働時間，走行距離，諸経費を入力するこ
とで，次のように運送原価および収支を確認できる。













































燃料費 燃料単価注 2 ，燃費注 1
油脂費注 1 オイル単価， 1 回当たりオイル量，交換走行距離，交換工賃
タイヤ費注 1 タイヤ単価，必要本数，交換工賃，平均交換走行距離





























































第 1 に，運送事業者への ABC の適用に関する実践的な検討が必要である。本稿では
代表的な原価計算マニュアルの考察を行ったが，実際の導入プロセスにおける課題の抽
出と整理は，運送事業者における ABC の普及に不可欠である。





第 3 に，運送事業者への ABC の適用に関する理論的な検討が必要である。ABC は
単なる原価測定手法にとどまる概念ではなく，ABM（Activity Based Management：
活動基準原価管理）や ABB（Activity Based Budgeting：活動基準予算管理）の基礎
となるものである。ABC/ABM/ABB に関するこれまでの理論的蓄積を踏まえ，それ
らの運送事業者への適用に関する論点整理が求められる。
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